
類型

内容

制定市町村

条例名

前文

目的 1条
市民としての権利と責
任を明らかに

1条
活力に満ちた地域社
会の実現

1条
豊かな地域社会の実
現

1条
市民主体のまちづくり
の協働推進

条例の位置づけ 18条 最大限に尊重 2条 最高規範 2条 最高規範性

（1）浜北市民 （1）自治 （1）市民

（2）住民 （2）市民 （2）市民組織

（3）住民自治組織 （3）市の執行機関 （3）事業者

（4）非営利公益団体 （4）参画 （4）市

（5）協働 （5）市の執行機関

（6）まちづくり

（7）自治

（8）協働

事業者 10条 事業者の役割

非営利公益団体 16条 非営利公益団体による参加

市長の責務

執行機関の責務

職員の責務

パブリックコメント 12条 パブリックコメント

条例の見直し 36条 条例の見直し

名誉市民 30条 自治推進委員会の

市功労者 設置

委任 31条 委任

行政運営支援型 総合的まちづくり型

自治の原則、住民参画、各主体の責務など、市民自治と
団体自治の双方が両者を総合的に捉えて規定を盛り込ん
だもの。

市民のまちづくりへの参加
や意見反映などを重視した
もの

行政運営の基本方針や市
民と行政の関係などを重視
したもの。

宝塚市

住民投票

4条
～
7条

18条
21条
30条
～
33条

委員の任命
基本構想
組織運営
説明責任
行政評価
財政状況の公表

議会・議長・議員の責
務、議会運営調査活
動等

市民の権利
市民の役割

8条
9条

自治、市民主体、
情報共有、
参加・協働

11条
～
15条

市民組織・地域自治
区・まちづくり委員会
自治活動組織

その他

28条
29条
34条

22条
～
27条

12条
～
14条

市長の設置、権限、責
務

8条
～
11条

議会の設置、権限、責
務、議員の責務

15条
16条

市の自立
組織体制

議会

35条
28条
29条

有り

住民投票
発議・請求

有り

3条

4条
人権の保障、
情報共有、
参画の保障

5条
6条

市民の権利
市民の義務

住民投票

9条 行政手続制度

8条
10条
11条

情報の共有
情報公開制度
個人情報保護

情報

4条
～
7条

協働による住民自治
の実現、参加の権利、
委員の公募、まちづく
りへの男女共同参画

13条 住民投票

協働の市政運営
市民意見の公募

3条定義

執行機関

市政運営

19条
20条

情報の公開
個人情報保護

21条
～
27条

参画の保障、形態、計
画策定、事業実施、評
価への参画、参画へ
の支援

参画・協働
16条
17条

17条
～
20条

情報共有
情報公開
個人情報保護
説明・応答責任

基本理念

コミュニティ
14条
15条

住民自治組織の尊
重、住民自治組織によ
る参加

7条

住民自治の尊重

コミュニティの尊重

自治基本条例の方向性

有り

多摩市

浜北市民基本条例 宝塚市まちづくり基本条例 多摩市自治基本条例 飯田市自治基本条例

飯田市浜北市（現浜松市）

市民参加型・市民協働支援型

市の責務
市長の責務
職員の責務

7条
11条
～
16条

説明責任
行政手続
総合的な市政の推進
他の地方公共団体と
の連携
総合計画等
行政評価
財政の仕組み

8条
～
10条

情報の共有
情報公開及び提供
個人情報保護

基本原則

3条市民

17条
～
22条

17条

有り

2条

安全・安心の暮らし、
心豊かな、個性と魅力
のある、にぎわいと活
力に満ちたまちづくり

市民投票

6条 市民の権利と責務

3条
～
5条

2条
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市民参加型・市民協働支援型 行政運営指針型

浜北市民基本条例
浜北市（現浜松市）

宝塚市まちづくり基本条例
宝塚市

多摩市自治基本条例
多摩市

飯田市自治基本条例
飯田市

前文

わたしたち浜北市民は、市制施行40周年
を迎え、先人たちによって築き上げられた
貴い歴史とその成果によって現在の郷土
があることを認識し、将来に向けては、浜
北市民憲章の理念と自己決定、自己責任
の地方分権の精神を踏まえ、自主、自立
の浜北市民として誇りにできるまちづくり
をなお一層進めなければならないと考え
ます。
そして、このためには市民一人一人が参
加できるような場が求められるものであ
り、その活動の基礎となる権利の保障と
手続を定めるとともに、市民の誇りをどの
ように顕彰するかを定める必要もありま
す。
この条例は、これら必要なことについて、
主役である「市民」を中心にして取りまと
めたものであり、わたしたちは、この条例
を、市民と浜北市の未来に大きな役割を
果たすことを期待して定めるものです。

宝塚市は、武庫川の清流と六甲・北摂の
豊かな山なみに象徴される素晴らしい自
然環境に恵まれ、また、この豊かな自然
環境と先人が培つてきた歴史と文化の息
づく都市の景観が調和した美しいまちとし
て知られています。
私たちは、個性豊かで活力に満ちた地域
社会の実現を目指し、この美しい宝塚が
「住み続けたい、訪れてみたいまち」とな
るようにしていかなければなりません。
そのためには、地方自治の本旨にのつと
り、地方分権の時代における新たな自治
を確立するとともに、生活者である市民の
立場からまちづくりを進めていかなければ
なりません。
また、まちづくりは、市民と市の協働を基
本とし、市民の持つ豊かな創造性、知識、
社会経験等が十分に生かされることが必
要です。
このような認識の下に、市民と市がまちづ
くりの基本理念を共有し、協働のまちづく
りを進めるため、この条例を制定します。

私たちが暮らす多摩市は、太陽の光あふ
れる、緑豊かなまちです。
私たちは、ここに集い、あるいは生まれ育
ち、学び働き、暮らし、生涯を終え、それ
ぞれの歴史を刻み、文化を育んでいま
す。
私たちは、先人の英知とたゆまぬ努力に
よって発展してきた大切なこのまちを、よ
り暮らしやすくするとともに、次の世代へ
引き継ぐために、ともに力をあわせて自ら
築いていかなければなりません。
そのためには、市民が、市民の手で、市
民の責任で主体的にまちづくりにかかわ
ることが大切です。
このため、私たちは、一人ひとりの人権を
尊重しつつ責任を分かち合うとともに、誰
もがまちづくりに参画することによって、私
たちのまちの自治を推進し、それぞれの
持つ個性や能力がまちづくりに発揮され
る地域社会の実現をめざし、ここに多摩
市自治基本条例を制定します。

わたくしたちの住む飯田市は、美しい自然
に恵まれ、地域の風土に根付いた伝統や
文化に支えられた人情豊かなまちとして
知られ、伊那谷の中心都市として躍進し
ています。
わたくしたちは、これまで互いに助け合い
協力し、特色のある地域活動やまちづくり
を実践してきました。
わたくしたちは、分権型社会や少子高齢
社会の到来により、社会構造が大きく変
化する中で、まちづくりに進んで参加する
「ムトス」の精神を、次の時代へ確実に引
き継がなくてはなりません。
わたくしたちは、飯田市市民憲章にうたわ
れた市民としての心構えと理念を尊重し、
協働して、市民が主体の住みよいまちづく
りを推進するため、ここに、新たな自治の
仕組みを定める飯田市自治基本条例を
制定します。

目的

（目的）
第１条　われわれ浜北市民は、浜北市民
憲章（昭和57年１月15日制定）を尊び、郷
土を愛し、発展させることを希望し、それ
を実践する自主、自立の浜北市民として
の権利とその果たすべき責任をこの条例
で明らかにする。

（目的）
第１条　この条例は、本市のまちづくりの
基本理念を明らかにするとともに、市民と
市の協働のまちづくりを推進するための
基本的な原則を定め、もつて個性豊かで
活力に満ちた地域社会の実現を図ること
を目的とする。

（目的）
第１条　この条例は、地方自治の本旨に
基づき、私たちのまちの自治の基本原則
を定め、市民、市議会及び市長をはじめ
とする多摩市（以下「市」といいます。）の
執行機関のそれぞれの役割を明確にし、
ともに考え協力し、行動することにより、市
民の福祉を向上し、豊かな地域社会の実
現を図ることを目的とします。

(目的)
第1条　この条例は、本市の自治の基本
的な原則及びまちづくりに関する市民、市
議会及び市の執行機関の役割を明らか
にするとともに、市政運営についての基本
的な指針を定めることにより、市民が主体
のまちづくりを協働して推進することを目
的とします。

条例の位置づけ

　（条例の位置付け）
第１８条　市は、行政分野ごとの基本条例
の制定に努めるとともに、他の条例、規則
その他の規程によりまちづくり制度を設け

（条例の位置付け）
第２条　この条例は、私たちのまちの自治
について、最も基本的な理念及び行動原
則を定めるものであり、市が定める最高

(条例の位置付け)
第2条　この条例は、自治及び市政に関
する基本的な原則を定めた最高規範であ
り、市民及び市は、この条例を誠実に遵

総合的まちづくり型
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条例の位置づけ

る場合においては、この条例に定める事
項を最大限に尊重しなければならない。

規範です。 守するものとします。
2　市は、条例、規則等を解釈し、又は制
定、改廃する場合には、この条例の趣旨
を尊重し、この条例に定める事項との整
合性を図ります。
3　市は、基本構想等の計画の策定、政
策の立案及び実施に当たっては、この条
例の趣旨を尊重し、この条例に定める事
項との整合性を図ります。

基本原則

（基本原則）
第４条　私たちのまちの自治は、市民の
意思に基づき、次の各号に掲げる基本原
則によって推進されなければなりません。
(１)　性別年齢などにかかわらず、市民一
人ひとりの人権が保障され、その個性及

(自治の基本原則)
第4条　市民と市とは、この章に掲げる自
治の原則に基づき、協働して自治を推進
するものとします。
(市民主体の原則)
第5条　まちづくりは、市民一人ひとりが主

(用語の定義)
第3条　この条例において使用する用語
の意義は、次のとおりとします。
(1)　市民　市内に住所を有する人(以下
「住民」といいます。)、市内で働き、若しく
は学ぶ人又は市内において活動する人
若しくは団体をいいます。
(2)　市民組織　市民により自主的に形成
され、まちづくりのために、互いに協力し
多様な活動を行う組織をいいます。
(3)　事業者　市内で、事業を営む個人及
び法人その他の団体をいいます。
(4)　市　市議会及び市の執行機関で構成
する地方公共団体をいいます。
(5)　市の執行機関　市長、教育委員会、
選挙管理委員会、監査委員、公平委員
会、農業委員会及び固定資産評価審査
委員会をいいます。
(6)　まちづくり　「ムトス」の言葉に象徴さ
れる、まちを活気のある明るく住みよくす
るための事業や活動を総称します。
(7)　自治　市民が市政に参加し、その意
思と責任に基づき市政が行われることの
ほか、地域の公共的活動を自ら担い、主
体的にまちづくりを推進することをいいま
す。
(8)　協働　まちづくりのために、市民と市
とが情報を共有し、それぞれの役割を担
いながら対等の立場で協力し、共に考え
行動することをいいます。

定義

（用語の定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲
げる用語の意義は、当該各号に定めると
ころによる。
(１)　浜北市民　浜北市に住み、働き、学
ぶすべての者及び浜北市内にある団体を
いう。
(２)　住民　浜北市内の各地域に住む者を
いう。
(３)　住民自治組織　自治会、町内会など
地縁をもとに形成された組織で法人又は
法人に準ずる性格を持ち住民が互いに協
力し合って特色ある地域の発展を目指す
ものをいう。
(４)　非営利公益団体　住民及び事業者
（市内で事業を営むものをいう。）の自発
的参加で組織され、公益性のある活動を
行う団体をいう。ただし、政治、宗教の活
動を主たる目的とする団体を除く。

（定義）
第３条　この条例において、次の各号に掲
げる用語の意義は、それぞれ当該各号に
定めるところによります。
(１)　私たちのまちの自治　まちづくりの主
体者である市民、市議会及び市の執行機
関がそれぞれの役割に応じて連携し、地
域社会を築いていくこと。
(２)　市民　市内に居住する者、働く者及
び学ぶ者並びに市内で事業を営むもの又
は活動する団体等をいいます。
(３)　市の執行機関　市長、教育委員会、
監査委員、選挙管理委員会、農業委員会
及び固定資産評価審査委員会をいいま
す。
(４)　参画　市民がまちづくりに主体的に
参加し、行動することをいいます。
(５)　協働　市民、市議会及び市の執行機
関が、それぞれの役割及び責任のもと
で、まちづくりのために、ともに考え協力
し、行動することをいいます。
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基本原則

び能力が十分に発揮されること。
(２)　市民、市議会及び市の執行機関がま
ちづくりに関する互いの情報を共有するこ
と。
(３)　市民の自主的・自立的な参画が保障
されること。

体となり、市民相互及び市と協調すること
により推進します。
2　市民は、地域社会の一員として尊重さ
れ、その個性や能力を十分発揮すること
ができます。
(情報共有の原則)
第6条　まちづくりは、市政についての情
報が市民に公開され、市民が市政につい
て意見を提出し、その情報や意見を市民
と市とが共有することにより推進します。
(参加協働の原則)
第7条　まちづくりは、市民に市政への多
様な参加の場と機会とが保障され、市民
と市とが適切に役割分担し、協働すること
により推進します。

基本理念

（まちづくりの基本理念）
第２条　まちづくりは、主権者である市民
と市が、それぞれに果たすべき責任と役
割を分担しながら、相互に補完し、及び協
力して進めること（以下「協働」という。）を
基本とし、次に掲げるまちづくりを推進す
るものとする。
(１)　すべての市民が健康で安心して暮ら
せ、災害に強く安全でいつまでも快適に
住み続けることができる、安全で安心して
暮らせるまちづくり
(２)　次代を担う子ども達が夢と希望を抱
き、健やかに成長し、そして、すべての市
民の人権が尊重され、文化の薫り高い、
心豊かなまちづくり
(３)　豊かな自然環境と歴史・文化の息づ
く都市の景観が美しく調和し、花や緑があ
ふれ、環境にやさしい、個性と魅力のある
まちづくり
(４)　人と人、人と社会のつながりが強く、
また、地域活動が活発な、にぎわいと活
力に満ちたまちづくり

市民
（権利・責務等）

（住民自治の尊重）
第３条　浜北市民は、地方自治の本旨に
のっとり、住民自治を尊重しなければなら
ない。
２　浜北市民は、自主的で自立的なまち
づくりに対する活動を互いに尊重しあい、
自らの発言と行動に責任を持つものとし、

（市民の権利と責務）
第６条　市民は、市の保有する情報を知
る権利を有するとともに、まちづくりに参
加する権利を有する。
２　市民は、まちづくりの基本理念にのつ
とり、主体的にまちづくりに取り組むよう努
めなければならない。

（市民の権利）
第５条　市民は、まちづくりに参画する権
利を有します。
２　市民は、まちづくりに関し、自らの意見
を表明し、又は提案することができます。
３　市民は、まちづくりに関し、市議会及び
市の執行機関の保有する情報を知ること

(市民の権利)
第8条　市民は、まちづくりの主体として、
まちづくりに参加する権利を有します。
2　市民は、市政に関する計画や政策の
立案段階から参加する権利を有し、意見
を述べることができます。
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市民
（権利・責務等）

の権利の行使に当たっては、公共の福祉
に配慮したものとする。

ができます。
（市民の義務）
第６条　市民は、まちづくりに参画するに
あたり自らの発言及び行動に責任を持つ
ものとします。
２　市民は、前条で定める権利の行使に
あたり、公共の福祉、次世代及び市の将
来に配慮するものとします。

3　市民は、市政についての情報を知る権
利を有し、市に対し市が保有する情報の
公開を求めることができます。
(市民の役割)
第9条　市民は、まちづくりの主体として、
市と協働し、地域社会の発展に寄与する
よう努めます。
2　市民は、互いの活動を尊重し、自らの
発言と行動に責任を持つものとします。

事業者

(事業者の役割)
第10条　事業者は、地域社会の一員とし
て、地域社会との調和を図るとともに、従
業員の行う地域活動にも配意し、まちづく
りに寄与するものとします。

コミュニティ

（住民自治組織の尊重）
第14条　浜北市民は、住民自治組織が地
域の意思を反映するものとしてまちづくり
における重要な役割を果たすことを認め、
尊重するものとする。
（住民自治組織による参加）
第15条　浜北市民は、市民協働の住民自
治を実現するため、住民自治組織の活動
に参加するよう努めるものとする。
２　浜北市民は、住民自治組織が基本的
人権を尊重する等定められた権利と義務
を踏まえた公正で民主的な運営がなされ
るよう努めるものとする。
３　市は、住民自治組織に対して必要な
支援を行うことができる。

（コミュニティ）
第７条　コミュニティとは、市民が互いに助
け合い、心豊かな生活をおくることを目的
として、自主的に結ばれた組織をいいま
す。
２　市民、市議会及び市の執行機関は、
地域社会を多様に支え、自主的かつ自立
的なコミュニティ活動の役割を尊重するも
のとします。

(市民組織の尊重)
第11条　市は、市民組織の自主性及び自
立性を尊重し、市民組織が活動するため
に必要な支援を行います。
2　市民は、市民組織がまちづくり推進の
主要な担い手であることを認識し、市民組
織を尊重し、守り育てるものとします。
(地域自治の推進)
第12条　市は、地域の特性と自主性が生
かされた、個性豊かで魅力ある地域のま
ちづくりを推進するため、自治の基本原則
に基づき、分権によるまちづくりの仕組み
を目指します。
(地域自治区)
第13条　市は、市民に身近な事務事業を
市民の意見を反映させて処理するととも
に、地域の自治を促進するため、法律に
基づく地域自治区を設けます。
2　地域自治区に置かれる地域協議会
は、地域の住民により構成され、地域の
意見を調整し、協働によるまちづくりを推
進します。
(まちづくりのための委員会等)
第14条　市は、市民組織が地域のまちづ
くりに取り組むため組織する委員会等の
自主的及び自立的な運営を尊重します。
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コミュニティ

(自治活動組織)
第15条　市民は、地域社会の一員として、
自治活動組織(地域市民により形成され、
まちづくりに取り組む市民組織をいいま
す。)の役割について理解を深め、協力す
るとともに、自治活動組織への加入に努
めます。
2　市民は、可能な範囲内で、自治活動組
織の活動に参加し、地域社会において個
性や意欲を発揮することができるものとし
ます。
3　自治活動組織は、地域市民の加入や
参加が促進されるために必要な環境づく
りに努めます。

非営利公益団体

（非営利公益団体による参加）
第16条　浜北市民は、非営利公益団体が
浜北市発展に重要な役割を果たすことに
理解を示し、その自主性及び自立性を尊
重し、まちづくりに関する活動に対し、協
力するよう努めるものとする。
２　非営利公益団体は、その活動が豊か
で活力のある地域社会の実現に寄与す
る役割を認識し、その責務と役割のもとに
協働のまちづくりに参加することができ
る。
３　市は、非営利公益団体の活動のうち、
まちづくりに関し特に公益性が高いものに
対しては、必要な支援を行うことができ
る。

議会

（市議会の設置）
第８条　住民の直接選挙による議員で構
成された、市の意思決定機関として市議
会を設置します。
（市議会の権限）
第９条　市議会は、市の重要事項を議決
する権限並びに市の執行機関に対し、監
視及びけん制する権限を有します。
２　市議会は、法令の定めるところによ
り、条例の制定改廃、予算、決算の認定
等を議決する権限並びに執行機関に関
する検査及び監査の請求等の権限並び
に市政に関する調査及び国又は関係機
関に意見書を提出する等の権限を有しま
す。

(市議会の責務)
第22条　市議会は、市民の代表機関とし
て、市という団体の意思決定機関であり、
法律若しくはこれに基づく政令又は条例
の定めるところにより議決の権限を行使
し、市民の意思が的確に反映されるよう
活動します。
2　市議会は、市の執行機関の活動を監
視、評価することにより、適正な行政運営
の確保に努めます。
3　市議会は、政策の立案、提言の内容
の充実を図るための調査研究活動に努
めます。
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(開かれた議会運営)
第23条　市議会は、市議会が保有する情
報を公開するとともに、会議及び委員会
等を公開し、並びに議会活動について市
民に説明することにより、市民との情報の
共有に努めます。
2　市議会は、市民の意見を聞くため議会
活動への市民参加を推進し、市民に開か
れた議会運営に努めます。
(市議会議長の責務)
第24条　市議会議長は、市議会を代表
し、公正中立に職務を遂行するとともに、
円滑かつ効率的な議会運営を図るよう努
めます。
2　市議会議長は、市議会に関する事務を
統一的に処理するため、議会事務局の職
員を適切に指揮監督し、職員の能力の向
上を図るよう努めます。
(市議会議員の責務)
第25条　市議会議員は、市民の意向把握
や情報収集に努め、市民全体の利益を優
先して政策提言を行います。
2　市議会議員は、政治倫理の確立に努
め、公正かつ誠実に責務を遂行し、市民
の負託にこたえます。
3　市議会議員は、市議会の役割及び責
務を自覚し、その誠実な遂行のため自己
研鑽に努めます。
(政策の調査、審議のための機関)
第26条　市議会は、政策の調査、立案の
ために必要な専門的事項に係る調査、審
議を、学識経験を有する者等に求めるこ
とができます。
2　市議会は、前項の学識経験を有する
者等の指定に当たっては、市民の多様な
意見が反映されるようにします。
(市議会事務局職員の責務)
第27条　市議会事務局職員は、市議会の
持つ権能が十分発揮されるよう、全力を
あげて市議会の活動を補佐します。
2　市議会事務局職員は、職務の遂行に
必要な知識と能力の向上に努めます。

議会

（市議会の責務）
第10条　市議会は、その権限を行使する
ことにより、私たちのまちの自治の発展及
び市民の福祉の向上に努めなければなり
ません。
２　市議会は、情報を公開し、市民に開か
れた議会運営に努めなければなりませ
ん。
（市議会議員の責務）
第11条　市議会議員は、市民の代表者と
しての品位と名誉を保持し、常に市民全
体の利益を行動の指針とします。
２　市議会議員は、市議会の責務を遂行
するため、自己研鑽に努めなければなり
ません。
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執行機関

（市の責務）
第３条　市は、前条各号に掲げるまちづく
りを推進するため、必要な施策を講じなけ
ればならない。
２　市は、市民の主体的なまちづくり活動
を促し、協働してまちづくりを進めなけれ
ばならない。
３　市は、地域コミュニティの役割を認識
し、その活動を促し、協働してまちづくりを
進めなければならない。
４　市は、まちづくりの基本理念にのつとり
実施される、地域の主体的なまちづくり活
動を支援しなければならない。
　（市長の責務）
第４条　市長は、市民の市が保有する情
報を知る権利及びまちづくりに参加する
権利を保障するとともに、これを実現する
ための施策を講じなければならない。
２　市長は、協働のまちづくりの仕組みを
確立しなければならない。
３　市長は、多様な市民のニーズに適切
に対応したまちづくりを推進するため、職
員の人材育成を図らなければならない。
　（職員の責務）
第５条　職員は、公正かつ能率的に職務
を遂行しなければならない。
２　職員は、まちづくりの基本理念にのつ
とり、職務を遂行しなければならない。
３　職員は、職務の遂行に必要な知識、
技能等の向上に努めなければならない。

（市長の設置）
第12条　住民の直接選挙により選ばれ
た、市の代表として、市長を置きます。
（市長の権限）
第13条　市長は、私たちのまちの自治を
発展させるとともに、市民の福祉を向上さ
せるための政策を推進し、市を代表する
権限を有します。
（市長の責務）
第14条　市長は、第４条に定める基本原
則に基づき、自治の充実発展及び市民の
福祉の向上に必要な施策を講じなければ
なりません。
２　市長は、新たな行政課題等に対応で
きるよう、機動的かつ柔軟な組織運営及
び事務執行を行い、最少の経費で最良の
行政サービスを提供できるよう努めなけ
ればなりません。

(市長の責務)
第28条　市長は、市の代表者として公正
かつ誠実に市政を運営します。
2　市長は、自治の基本原則に基づき、市
の計画及び政策の策定、実施、評価等を
行います。
(市の執行機関の責務)
第29条　市の執行機関は、条例、予算そ
の他の議会の議決に基づく事務及び法
令、規則その他の規程に基づく事務を適
正に管理、執行します。
(市の執行機関の職員の責務)
第34条　市の執行機関の職員は、全体の
奉仕者として、公平、公正かつ誠実に、全
力をあげて職務を遂行します。
2　市の執行機関の職員は、職務の遂行
に必要な知識と能力の向上に努めます。

市政運営

（行政手続制度）
第９条　市は、行政運営における公正の
確保と透明性の向上を図り、浜北市民の
権利利益の保護に資するため、行政手続
制度を実施する。
２　前項の行政手続制度については、別
に条例で定める。

　（説明責任）
第７条　市は、施策の立案、決定及び実
施に当たつては、その必要性及び妥当性
を市民に説明する責任を果たすものとす
る。
　（行政手続）
第１１条　市は、市政運営における公正の
確保と透明性の向上を図り、市民の権利
利益を保護するよう努めるものとする。
　（総合的な市政の推進）
第１２条　市は、主権者である市民のニー
ズに的確に応え、まちづくりの基本理念を
実現するため、総合的な市政の運営に努
めるものとする。

（市の自立）
第15条　市は、国及び東京都と対等の立
場に立ち、まちづくりの推進にあたって
は、自ら判断し、その責任において、権限
を行使するものとします。
２　市は、必要に応じて他の地方公共団
体と連携し、まちづくりの推進に努めるも
のとします。
（市の組織体制）
第16条　市の執行機関は、総合計画、条
例、予算その他市議会の議決に基づく施
策及び事業並びに法令等に定められた
事務について、公正かつ迅速に執行でき
る組織体制を整備しなければなりませ
ん。

(附属機関の委員の任命)
第18条　市の執行機関は、特定事項につ
いて審議又は調査等を行う附属機関に、
市民の多様な意見が反映されるように委
員を任命します。
(基本構想等)
第21条　市は、まちづくりの理念に基づき
基本構想を定め、総合的かつ計画的な市
政運営に努めます。
2　市は、基本構想、基本計画その他市の
施策の基本となる計画を策定するに当
たっては、市民参加の機会を保障します。
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市政運営

　（他の地方公共団体等との連携）
第１３条　市は、共通する課題の解決を図
るため、関係する地方公共団体等との連
携及び協力に努めるものとする。
　（総合計画等）
第１４条　市は、総合的かつ計画的な市
政の運営を図るための基本構想及びこれ
を実現するための基本計画（以下「総合
計画」という。）を、まちづくりの基本理念
にのつとり策定するものとする。
２　市は、総合計画の進行管理を的確に
行うものとする。
３　市は、行政分野ごとの計画について
は、総合計画に即して策定するものとす
る。
　（行政評価）
第１５条　市は、行政課題や市民のニー
ズに対応した能率的かつ効果的な市政運
営を進めるため行政評価を行い、その結
果を市民に公表するものとする。
　（財政の仕組み）
第１６条　市は、総合計画や行政評価を
踏まえた財政の仕組みを確立するととも
に、財政状況を市民に公表しなければな
らない。

２　市の執行機関は、まちづくりに必要な
能力を有する職員を育成しなければなり
ません。
３　市の執行機関の職員は、市民の信頼
に応え、この条例の趣旨に則して職務を
遂行しなければなりません。

(市の執行機関の組織運営)
第30条　市の執行機関は、行政組織につ
いて効率的かつ機能的なものとするととも
に、相互の連携を図り、最小の経費で最
大の行政効果を上げるよう運営します。
2　市の執行機関は、職員を適切に指揮
監督し、職員の能力の向上を図るよう努
めます。
(説明責任)
第31条　市の執行機関は、行政運営の透
明性を高めるため、市政について、市民
に分かりやすく説明する責任を果たしま
す。
2　市長その他の執行機関は、市議会に
対して、市政に関する意思決定の過程及
び行政運営の状況を随時報告するものと
します。
(行政評価)
第32条　市の執行機関は、市の施策や事
務事業の執行状況を、基本構想等に基づ
き検証し、継続的な見直しを行い、効果的
に執行します。
2　市の執行機関は、施策や事務事業の
達成状況を公表し、市民から理解を得ら
れる行政運営を進めます。
(財政状況の公表)
第33条　市長は、市の財源の確保とその
効率的かつ効果的な運用により、財政の
健全性に努めます。
2　市長は、財政状況を市民にわかりやす
く公表するように努めます。

情報

（情報の共有による個人のまちづくりへの
参加）
第８条　浜北市民は、個人として市が定め
る手続により市政の情報を取得し、利用
してまちづくりに参加することができる。
２　浜北市民は、住民自治の理念を実現
するため、市政の情報を共有する。
（情報公開制度）
第10条　市は、地方自治の本旨に即し、
浜北市民の公文書の公開を求める権利
を保障し、市が説明する責任を全うし、よ
り公正で開かれた市政を実現するため、
情報公開制度を実施する。
２　前項の情報公開制度については、別

　（情報の共有）
第８条　市は、市の保有する情報を、市民
と市が共有することが不可欠であるとの
認識の下、これを取り扱わなければなら
ない。
　（情報の公開及び提供）
第９条　市は、市の保有する情報を積極
的に公開し、及び提供しなければならな
い。
　（個人情報の保護）
第１０条　市は、個人情報の保護に努め
なければならない。

（情報共有）
第17条　市議会及び市の執行機関は、保
有する情報が、市民共有の財産であるこ
とから、これを市民にとってわかりやすい
ものにしなければなりません。
２　市議会及び市の執行機関は、市民の
参画及び協働にあたって、情報が共有さ
れるよう、必要な措置を講じなければなり
ません。
（情報公開）
第18条　市議会及び市の執行機関は、市
民の知る権利を保障し、公正で透明な市
政の実現を図るため、情報の公開を総合
的に推進しなければなりません。

(情報の公開)
第19条　市は、公正で開かれた市政の実
現を図るため、市政についての情報の公
開に関する総合的な施策に基づき、積極
的に情報を公開します。
2　市は、市民の必要とする情報につい
て、適切かつ速やかな提供に努めます。
(個人情報の保護)
第20条　市は、市民の個人情報に関する
権利を保障するとともに、個人情報を適
正に管理します。
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情報

に条例で定める。
（個人情報保護制度）
第11条　市は、その保有する個人情報の
開示請求等の権利を保障するとともに、
個人の権利利益の侵害の防止を図り、公
正で民主的な市政の実現に資するため、
個人情報保護制度を実施する。
２　前項の個人情報保護制度について
は、別に条例で定める。

（個人情報の保護）
第19条　市議会及び市の執行機関は、市
民の自己に関する個人情報の開示、訂
正、削除等を請求する権利を保障すると
ともに、個人情報の保護措置を講じ、市民
の基本的人権を擁護し、信頼される市政
を実現しなければなりません。
（説明・応答責任）
第20条　市の執行機関は、市民に対し市
政に関する事項を説明する責務を果さな
ければなりません。
２　市の執行機関は、市民から寄せられ
た意見その他市民からの要望等に対し、
応答する責任を負うものとします。

パブリックコメント

（パブリックコメント制度）
第12条　市は、浜北市民への説明責任を
果たすとともに、市政への参画の促進を
図り、公正で民主的な一層開かれた市政
の推進に寄与することを目的として、パブ
リックコメント制度を実施する。
２　前項のパブリックコメント制度について
は、別に条例で定める。

参画・協働

（協働による住民自治の実現）
第４条　浜北市民及び市は、この条例を
基本とし、まちづくりの担い手としてそれ
ぞれの立場を理解し、協働しながら住民
自治を推進するものとする。
（まちづくりへの参加の権利等）
第５条　浜北市民は、郷土の発展のた
め、自己責任のもと、まちづくりに対し参
加し、協働し、決定する権利を有する。
２　浜北市民は、前項の権利を行使する
ことにより、市民協働の精神を尊重し、住
民自治の主体として進んでまちづくりに参
加するよう努めるものとする。
３　児童、生徒等の未成年者は、その権
利と責任能力に応じ、まちづくりに参加す
ることができる。
４　浜北市民は、まちづくりに参加しないこ
とを理由に不利益な扱いを受けないもの
とする。
（委員の公募）
第６条　開かれた市政とまちづくりへの参

（参画・協働）
第21条　市民は、市の執行機関における
計画の策定、実施及び評価の各段階に
参画することができます。
２　市の執行機関は、第５条第１項及び第
２項に規定する権利を保障するために、こ
の章に掲げる施策を講じなければなりま
せん。
（参画の保障）
第22条　市の執行機関は、市民の意見が
市政に反映されるとともに、参画する機会
が保障されるよう、多様な参画制度を整
備しなければなりません。
２　市の執行機関は、市民が参画できな
いことにより、不利益を受けることのない
よう、配慮します。
（参画の形態）
第23条　市の執行機関は、前条の規定に
よる参画する機会を保障するため、次の
各号に掲げる方法のうち事案に応じて必
要なものを用いるものとします。

(協働して行う市政運営)
第16条　市は、市政に関する計画や政策
の立案段階から市民の参加を促進し、市
民と協働して市政運営を行います。
2　市は、市民の多様な参加の機会を整
備し、協働のまちづくりを推進し、自治の
拡充を図ります。
(市民意見の公募)
第17条　市は、別に定めるところにより、
重要な計画及び政策の策定又は変更に
ついて事前に案を公表し、市民の意見を
求めます。
2　市は、市民から提出された意見を尊重
し、意見についての考え方を公表します。
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参画・協働

加に資するため、市の執行機関は、市民
の資格において付属機関の委員を委嘱し
ようとする場合は、その全部又は一部を
公募により選考するよう努めなければな
らない。
（まちづくりにおける男女共同参画）
第７条　浜北市民は、男女が社会の対等
な構成員として、まちづくりにおける方針
の立案及び決定に協働して参画すること
ができる。

(１)　審議会、懇談会等への委員としての
参画
(２)　公聴会等への参画
(３)　一定の課題について集団で検討作
業を行うこと（ワークショップ等）への参画
(４)　意思決定過程で素案を公表し、市民
から出された意見・情報を考慮して決定
する制度（パブリックコメント等）への意見
表明
(５)　アンケート調査等への意見表明
２　市の執行機関は、参画の方法及び聴
取した意見等の取扱いを決定したときは、
これを事前に公表しなければなりません。
（計画策定等への参画）
第24条　市の執行機関は、基本構想、基
本計画及び各施策の基本となる計画の
策定等を行うにあたり、前条第１項各号に
掲げる方法を用いて、市民の参画する機
会を保障するものとします。
（事業実施における参画）
第25条　市の執行機関は、事業の実施に
あたり、市民の参画を得るとともに、多様
な市民の知恵と活力が活かされるよう努
めるものとします。
２　市の執行機関は、地域の課題を解決
するため、自立的に活動する各種団体等
の自主性を尊重し、協働を進めるものとし
ます。
（評価への参画）
第26条　市の執行機関は、実施した主要
な事業について評価し、その結果を公表
するものとします。

２　市民は、市の執行機関が行っている
政策及び事業に対し評価することができ
ます。
３　市の執行機関は、前２項の評価を施
策に反映するよう努めるものとします。
（参画への支援）
第27条　市の執行機関は、市民がまちづ
くりの主体者として、参画しやすい環境整
備に努めなければなりません。
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住民投票

（住民投票制度）
第13条　市長は、浜北市に関わる重要事
項について、住民の意思を直接問う必要
があると認めるときは、議会の同意を得
て、住民投票を実施することができる。
２　前項の住民投票に関し、投票実施の
決定、投票に付すべき事項、投票の期
日、投票資格者、投票の方法、投票結果
の公表、投票の効果その他必要な手続に
ついては、別に条例で定める。

（市民投票）
第１７条　市長は、広く市民の意思を直接
問う必要があると判断した場合は、市民
投票を実施することができる。

（住民投票）
第28条　市長は、市政に係る重要事項に
ついて、広く市民の意思を確認するため、
必要に応じて住民投票を実施することが
できます。
２　市長は、住民投票で得た結果を尊重し
なければなりません。
３　住民投票を行う場合はその事案ごと
に、投票権者、投票結果の取扱い等を規
定した条例を別に定めるものとします。
（住民投票の発議・請求）
第29条　市長は、住民投票を規定した条
例を市議会に提出することにより住民投
票を発議することができます。
２　市議会議員は、法令の定めるところに
より、議員定数の12分の１以上の市議会
議員の賛成を得て、住民投票を規定した
条例を市議会に提出することにより住民
投票を発議することができます。
３　住民のうち、選挙権を有する者は、法
令の定めるところにより、その総数の50分
の１以上の者の連署をもって、住民投票
を規定した条例の制定を市長に請求する
ことができます。

(住民投票)
第35条　市は、市政の特に重要な事項に
ついて、直接住民の意思を確認する必要
があるときは、市議会の議決を経て住民
投票を実施することができます。
2　市は、住民投票の結果を尊重します。
3　住民投票の実施に関し必要な事項は、
その都度条例で定めます。

条例の見直し

(条例の見直し)
第36条　市は、社会の変化に対応して、
本条例が第1条の目的を達成するために
必要があるときは、条例の見直しを行い
ます。

その他

（名誉市民及びその選任方法）
第17条　本市の住民又は本市に縁故の
深い者で、公共の福祉を増進し、又は学
術、技術、芸術その他社会文化の興隆に
大きく寄与し、浜北市民から郷土の誇りと
して深く尊敬されているものに対し、市長
は議会の同意を得て名誉市民の称号を
贈る。
（名誉市民の顕彰）
第18条　名誉市民には、称号記及び浜北
市名誉市民章を贈り、その事績を顕彰す
る。
（名誉市民への待遇）
第19条　名誉市民には、次の待遇をす
る。
(１)　市の公の式典への参列

（自治推進委員会の設置）
第30条　私たちのまちの自治の円滑な推
進を図るため、多摩市自治推進委員会
（以下「委員会」といいます。）を設置しま
す。
２　委員会は、市長の諮問に応じ、自治の
推進に関する事項について審議し、市長
に答申するものとします。
３　委員会は、前項に規定するもののほ
か、自治の推進に関する重要事項につい
て、市長に提言することができます。
４　市長は、委員会の答申及び提言を尊
重しなければなりません。
５　委員会は、地方自治に識見を有する
者及び市民による６人以内の委員をもっ
て構成します。
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その他

(２)　相当の礼をもってする慶弔
(３)　その他市長が認めた待遇
（市功労者）
第20条　市勢の進展又は公益に寄与し、
特に功労のあった者について、市功労者
として表彰する。
２　前項の市功労者表彰については、別
に条例で定める。
第３節　その他の表彰
（その他の表彰）
第21条　前２節に定めるもののほか、市
が行う表彰については、市長が別に定め
る。
（委任）
第22条　この条例の施行に関し必要な事
項は、規則で定める。

６　委員の任期は２年とし、補欠委員の任
期は前任者の残任期間とします。
７　前各項に定めるもののほか、委員会
の組織及び運営に関し必要な事項は、市
長が別に定めます。
（委任）
第31条　この条例の施行に関し必要な事
項は、市議会及び市の執行機関が別に
定めるものとします。
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